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1. はじめに 

日本の大都市では，高度経済成長期においては「急激・大規模・無秩序」な職場と住宅供

給によって農地を含む緑地を喪失してきたものの(橋本, 2016)，近年においては都市開発圧

の低下や国内外での豊かな生活への希求を背景に，都市内部に残された緑地を再評価し，利

活用するようになった．都市内部に残される緑地の一つである都市農業は，エネルギー創出、

都市の共生、サプライチェーンの効率化、域内外環境改善と整理されるように(Goldstein, 

Hauschild, Fernández, & Birkved, 2016)，生態・経済・社会にわたって多様な環境的パフォー

マンスを発揮している(Lovell, 2010; Lovell & Johnston, 2009; Peng, Liu, Liu, Hu, & Wang, 2015; 

東, 1995)．食料システムの観点で見ると，輸送距離の短縮化によってフードマイル・カーボ

ンフットプリントを減少させ，生産・流通に伴う環境負荷を減らすことができる一方(Hu, 

Zheng, Kong, Sun, & Li, 2019)，新鮮で多様な野菜の供給を行うことができる．さらにヒート

アイランド現象の緩和や(Dubbeling, Veenhuizen, & Halliday, 2019; 横張, 加藤, & 山本, 1998)，

農業を通じたコミュニケーションを可能にする(Teig et al., 2009; Veen, Bock, Van den Berg, 

Visser, & Wiskerke, 2016)． 

都市農業の再評価によって，先進国各国や都市において研究が実践されているだけでな

く(Artmann & Sartison, 2018)，緑化施策や都市計画に応用されている(Ponizy & Stachura, 2017; 

守谷 & 舟久保, 2020)．日本では，1964年の都市計画法において都市農業は「宅地化すべき

もの」としていたが，2015年の都市農業振興基本法において「あって当たり前のもの」「あ

るべきもの」へと表記を大幅に変化させ(農林水産省 & 国土交通省, 2016)，都市農業に関し

て根本的な転換が図られている(石原, 2019)．その内容は，(1)都市農業が果たす多様な機能

の発揮とそのための農地保全，(2)都市農業の多様な機能の発揮を通じて，農地とその他の

土地が共存した良好な市街地の形成を目指すこと，(3)そのために地域の実情に合わせて推

進が図られるべきであることである(農林水産省 & 国土交通省, 2016)． 

都市農業は，多面的機能の提供の反面，環境負荷をもたらしている．都市において有機農

業が営まれるケースは多いとは言えず(Pölling, Mergenthaler, & Lorleberg, 2016)，農業は野菜

の生産量を増やすために肥料や農薬などの資源を消費しており(Foley et al., 2011)，多量の

GHG を排出している(Weber & Matthews, 2008)．また，通常の食料は都市農業よりも効率的

な輸送が可能であるため(Goldstein et al., 2016)，非効率的な配置，生産手法，輸送手法など

がより大きな環境負荷につながることもある．さらに，灌漑農業は世界の淡水取水量の 70％

を占め(Rosegrant, Ringler, & Zhu, 2009)，農薬や肥料はその製造や希釈に多くの水を使用する

(Dabrowski, Murray, Ashton, & Leaner, 2009)．都市農業による多面的機能を狙って都市計画を

構築する際には，こうした都市農業がもたらす環境負荷を考慮することが不可欠である． 

都市計画において都市農業を保全・振興していくうえでは，多面的機能の学術的評価が政

策決定をサポートしうる一方(Peng et al., 2015)，どのように地域の実情を捉え，農地とその

他の土地を共存させていくべきなのかは十分に議論されていない．人口分布や農地の分布

等に代表される都市化の影響，地形や文化に代表される土地条件により，都市農業の在り方
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は地域によって異なると考えられる．とりわけ日本は，鉄道を中心とした都市構造を持つ場

合が多く，国外の既往研究とは状況や制度が異なる．東京都では，「都市と共存し，都民生

活に貢献する力強い東京農業」を目指し，島しょ地域，中山間地域，都市周辺地域，都市地

域それぞれの農業振興方針が示されているものの(東京都, 2017)，各地域の特性のうえでの

政策に至っていない．  

そこで本研究では，都市農業の機能・環境負荷に焦点を当て，それらが東京の都市化・土

地条件によってどのように展開しているのかを明らかにすることを目的とした．まず，都市

農業の機能・環境負荷を統合的に評価する食料・水・エネルギーネクサスモデルを作成し，

両者の関係を可視化する．そのうち，食料生産・雨水浸透・地産地消に焦点を当て，これら

の地域ごとの特性を明らかにし，東京の都市化・土地条件との関係性を考察する．これによ

り，東京における機能・環境負荷から見た都市農業の立地形成を明確にできるため，野菜生

産よりも重視されるようになりつつある多面的機能や環境負荷低減を満たす都市農業の保

全と振興に向けて，都市計画のうえでのヒントを見出すことができる． 
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2. 食料・水・エネルギーネクサス 

2.1. 食料・水・エネルギーネクサス 

食料・水・エネルギーは，多様なモノやサービスの生産・流通・廃棄にわたるステップに

おいて，多様な地理的スケールで相互に連関している．食料・水・エネルギーネクサスは，

農業生産時に利用される・犠牲になる水・エネルギー，水生産時に利用される・犠牲になる

食料・エネルギー，エネルギー生産時に利用される・犠牲になる食料・水の関係性を示す．

これによりセクターやスケールを統合管理することでシナジー効果を得ようとする考え方

である(Hoff, 2011)．食料・水・エネルギーのネクサス概念の議論は，World Economic 

Forum(World Economic Forum, 2011)やボン 2011 ネクサス会議(Hoff, 2011)から始まった．食

料・水・エネルギーは，持続可能な開発目標の中心となるファクターであり，ネクサスの可

視化と管理は重要課題である(Liu et al., 2018)．Newell et al.によると，2017年までに 1,000に

近い論文が出版されている(Newell, Goldstein, & Foster, 2019)． 

 

2.2. インベントリ 

 既往研究のレビューならびに現地調査を通して，都市農業の機能・環境負荷を特定した．

次に，機能・環境負荷を食料・水・エネルギーに置き換えることで，異質な機能・環境負荷

を統合的に評価できるようになる．ここでは，都市農業の多面的機能をアウトプットとし，

そのために利用される・犠牲になるものをインプットとした．表 1には，インプットとアウ

トプットの関係性（ネクサス）をまとめた．詳細な説明は岸本 (2021)に記載した． 

 第一に，アウトプットには都市農業の多面的機能が並べられる．食料に関する機能として，

農業の基軸的機能である食料生産機能，地域の地場野菜の生産，地産地消などが挙げられる．

例えば，エスニックフードやスーパーでは手に入れにくい野菜が都市農業や直売所を介し

て手に入れられることがある(Lovell, 2010)．江戸東京野菜もその一つであろう．エネルギー

に関する機能として，有機資源の循環が挙げられる．取り組みや研究は数少ないが，地域で

排出された有機資源を農場で活用する仕組みなどが一部地域にある．水に関する機能とし

て，地下水の涵養や大気の調整機能がある．都市化による浸透面の減少を受けて，都市農業

には地下水の涵養や湧水の保護，洪水抑制といった機能を果たすことが求められている．そ

のほか，アウトプットにおいては食料・水・エネルギーに関連しない機能も挙げられた． 

 インプットでは，野菜の生産に関して耕作・肥料・農薬・保冷・加温などの過程を必要と

しており，それぞれの生産・流通過程でエネルギー・水を必要としている．これらの一部は

市民農園や体験農園でも必要である．雨水涵養や大気の調整機能では，雨水や潅水がインプ

ットとなる． 
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3. 研究手法 

 都市農業における代表的な機能として，食料生産・雨水浸透・地産地消を取り上げ，それ

ぞれの機能・環境負荷を自治体ごとに評価する．解析には，python3ならびに Esri社の ArcGIS 

Pro 2.4.2を利用した． 

 

3.1. 食料生産機能 

 食料生産機能については，野菜生産に必要とするインプットエネルギー・水の量を，肥料

生産（K，P，N，堆肥）・農薬生産・園芸施設運営に係るインプットエネルギー・水の量の

総計として求めた．他方，野菜生産を果菜類・根菜類・芋類・葉茎菜類に分け，アウトプッ

トとした．自治体ごとにアウトプット野菜生産の単位重量当たりのインプットエネルギー・

水の量を計算し，平均 0，分散 1に標準化した後，階層的クラスター分析を実施した．詳細

な計算手法とデータについては，Kishimoto & Yan (2021)に記載した． 

 

3.2. 雨水浸透機能 

 農地が雨水浸透で果たす役割を明らかにするため，農地の雨水浸透量と緑被面の雨水浸

透量を算出し，市域面積あたりの雨水浸透量とそのうち農地が占める割合を計算した．平均

0，分散 1に標準化し，階層的クラスター分析を実施した．詳細な計算手法とデータについ

ては，岸本 (2021)に記載した． 

 

3.3. 地産地消機能 

 直売所を介した農産物輸送の状態を評価するため，農地と直売所の距離と移動に必要な

輸送エネルギー量を計算した．平均 0，分散 1に標準化し，階層的クラスター分析を実施し

た．直売所は JAや自治体が運営する共同直売所と，農家が個人または複数農家で運営する

個人直売所を対象とした．詳細な計算手法とデータについては，岸本 (2021)に記載した． 

 

3.4. 対象地域 

 対象地域は，東京都の全 23特別区および全 26市とし，島嶼部や町村を除いた．本研究計

画の申請時では多摩川流域を対象としていたが，食料生産機能について取得可能なデータ

の多くが自治体を集計単位としていたこと，より多くのサンプルを必要とすることから，対

象地域を拡大したものである． 
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4. 結果 

 食料生産機能・雨水浸透機能・地産地消機能における階層的クラスター分析の結果を以下

に記す．また，結果から得たクラスター分析による分類の組み合わせを図 1に示す．分類の

過程や詳細な説明は，岸本 (2021)ならびに Kishimoto & Yan (2021)に記載されている． 

 

4.1. 食料生産機能 

 階層的クラスター分析によって分類された 4グループについて，その特徴から低負荷型，

中負荷型，水高負荷型，エネルギー高負荷型と名付けた． 

低負荷型は，肥料のエネルギー合計が 2,621.9MJ/t，水の合計が 177.8L/tと，他のクラスタ

ーを大きく下回った．該当する自治体は，練馬区，中野区，狛江市といった都心部と，稲城

市より多摩川上流自治体に多く，立地が二極化していた． 

中負荷型は，合計 18自治体が該当する最大のクラスターで，低負荷型を上回るエネルギ

ーや水の使用量が見られた．多摩北部地域や八王子市，町田市など幅広く該当しているが，

ベッドタウンであり武蔵野台地上に位置する地域の多くが中負荷型に属することが特徴で

ある． 

水高負荷型は，肥料や農薬での消費量が大きく，エネルギーの利用よりも水の使用量が大

きいことが特徴である．野菜生産量あたりの水の消費量は 404.2L/tであり，低負荷型の 2倍

に及ぶ．該当した自治体は，足立区，板橋区，世田谷区の 3区のみであるが，いずれも都心

にほど近く高度に都市化した地域である． 

エネルギー高負荷型は，園芸施設におけるエネルギー量が多く，水の使用に比べるとエネ

ルギーの利用量が大きいことが特徴である．園芸施設においては，大田区が野菜生産 1t あ

たり 33,700.8MJ/tのエネルギーを消費しているように，本クラスターが東京都区市の上位 4

自治体を占めている．該当した区市は，大田区，葛飾区，江戸川区，府中市の合計 4自治体

であった． 

 

4.2. 雨水浸透機能 

 階層的クラスター分析によって分類された 3グループを，その特徴から浸透面広域型，浸

透面中域型，浸透面小域型と名付けた． 

 浸透面広域型は，単位面積あたりの浸透量が大きい一方，農地以外の樹林地等の割合が大

きかった．多摩西部・南部の 6市が該当しており，森林や大規模な公園が大きな雨水浸透能

力を発揮している． 

 浸透面中域型は，単位面積あたりの浸透量は中程度だが，浸透量あたりの農地の割合は最

大となった．多摩北部・中部・東部の 14市と練馬区が該当しており，高燥で農地の多い地

域である． 

 浸透面小域型は，単位面積あたりの浸透量も，そのうちの農地の割合も小さい地域であり，

練馬区以外の区部と 6市が該当した．都市化の進展に伴って緑被面が少ない． 
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4.3. 地産地消機能 

階層的クラスター分析によって分類された 4 グループと，共同直売所がなかった調布市

について，その特徴から長距離型，中距離型，短距離型，調布市，江戸川区とした． 

長距離型は，農地から直売所までの距離が 800mを超える移動が必要なグループで，八王

子市と町田市が該当した．農地面積や市域面積に比して直売所数が少なく，八王子市での輸

送エネルギーは個人直売所・共同直売所でそれぞれ 10,401.1MJ・20,613.4MJ，町田市ではそ

れぞれ 7,179.0MJ・11,211.8MJとなった．  

中距離型は，共同直売所までの距離が大きいことが特徴のグループで，足立区，葛飾区，

練馬区，杉並区，世田谷区，小平市，立川市が該当した．個人直売所・共同直売所までのエ

ネルギー量の平均値は，それぞれ 809.5MJ・3,682.8MJだった． 

短距離型は，市の多くが属していた．個人直売所・共同直売所までのエネルギー量の平均

値は，それぞれ 412.5MJ・1,902.9MJだった． 

江戸川区は，共同直売所への平均移動距離が 4,373.5m と大きく，階層的クラスター分析

において独立した．分布をみると，個人直売所が区東部に位置する一方，共同直売所が西部

に位置していた．また，調布市は共同直売所が立地していないが，個人直売所における距離

やインプットエネルギー量は，おおよそ短距離型と同程度であった． 
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低負荷型 短距離型 浸透面小域型

中負荷型 中距離型 浸透面中域型

水高負荷型 長距離型 浸透面広域型

エネルギー高負荷型 江戸川区・調布市

未分類 未分類

図 1 各クラスター分析の結果の組み合わせ．各色，ハッチタイプ，線の幅の組み合わせ

で 20パターンを示している．（引用：岸本（2021）） 



10 

 

5. 考察 

 本研究では，食料生産機能，雨水浸透機能，地産地消機能のそれぞれについて，東京都内

の区市を対象にクラスター分析を実施し，地域ごとの特徴を分類した．ここでは，各分類の

組み合わせによって，20パターンが確認された． 

 八王子市と町田市は，中負荷型・長距離型・浸透面広域型に該当した．両市とも農業出荷

額が高い地域で比較的粗放型の農業が実施されている一方，森林が豊富であることや直売

所が数少ないことを踏まえると，多面的機能の発揮よりも市場出荷の優先順位が高い．ただ

し，両市とも市域面積が大きいため，市内における雨水浸透機能や農業の偏在の立地分布に

ついては追加の分析が必要である．世田谷区と足立区は，水高負荷型・中距離型・浸透面小

域型に該当した．開発圧が高い地域であるため，集約的な栽培を余儀なくされているほか，

他の緑被面が小さいため，地域の雨水浸透量は小さい．この地域の都市農業は，環境負荷を

かけながらも営農を続けることで，地域の数少ない雨水浸透面としての機能を果たしてい

る．練馬区は，区部で唯一低負荷型に該当し，中距離型・浸透面中域型に該当する．高い開

発圧に曝されつつも，都市農業が現在も盛んに行われており，低負荷かつ雨水浸透機能を果

たす農業が持続されている． 

 このように，開発圧の高い都心ほどエネルギーや水に負荷をかける農業形態，中程度の距

離に位置する直売所への出荷，少ない緑地面積を補う貴重な雨水浸透面という機能・環境負

荷特性があった．多摩中部では高燥な台地に位置することと都心よりも低い開発圧が影響

し，中程度のエネルギーや水の消費，近隣の直売所への出荷，農地が主要な雨水浸透面であ

ることが分かった．多摩西部では，丘陵地や郊外に位置することを反映し，粗放的な営農に

よる低負荷な栽培，市場への出荷，森林が雨水浸透の主たる土地利用であることが分かった． 

 都市に「あって当たり前のもの」「あるべきもの」と捉えられるようになった都市農業は，

土地利用競合や農家の減少といった外圧・内圧により縮小しつつある．他方，都市農業はそ

の多面的機能の公共性の高さから，「公共財」(宮地, 2006)と考えられつつある．「あるべきも

の」である都市農業を「ある」状態にするには，都市農業の運用の仕方を評価し，都市計画

や民間事業などへの具体的なアクションに反映することが重要である．本研究によって明

らかにされた地域ごとの都市農業の機能・環境負荷の特性により，優先する機能，優先する

環境負荷低減など，都市農業政策の優先順位付けや資源の配分を支援することができる．ま

た，本報告書の 2章で扱ったインベントリを基に他の機能について評価し，地域ごとの特性

を再評価することもできる．ただし，多面的機能と環境負荷の観点に立った都市計画だけで

都市農業を持続させるのは難しく，都市計画が営農者や農業セクターとどう調整していく

のかが今後の課題となる． 
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6. 補注 

6.1. 当初の研究計画との変更点 

 研究計画では，対象地域を多摩川流域としていたが，自治体以下の集計単位におけるデー

タの取得可能性およびサンプル数の確保の観点から，その対象地域を東京都に拡大した．ま

た，都市農業における機能と環境負荷の変遷は，資料収集とデータ作成の点で遅れている． 

 

6.2. 成果の公表 

 以下の論文・学会にて本研究課題の成果を発表しており，その既発表論文[1][2]の一部を

追記・修正・編集して本報告書を作成した．まだ発表していない内容については，今後査読

付き論文として発表する予定である． 

[1] Keidai Kishimoto, Wanglin Yan (2021) Performance of urban agriculture in Tokyo: a geospatial 

perspective of the food-water-energy nexus. Proceedings of REAL CORP 2021, 26th 

International Conference on Urban Development, Regional Planning and Information Society, 

577-586. https://doi.org/10.48494/REALCORP2021.1087（査読付き） 

[2] 岸本慧大 (2021)． 食料・水・エネルギーを指標とした都市農業の多面的機能の評価: 東

京都区市部を事例として．修士論文． 

[3] 岸本慧大，厳網林．東京における都市農業の産地形成と多面的機能への展開：食料・水・

エネルギーの観点から．地理情報システム学会，第 29回地理情報システム学会学術研

究発表大会，オンライン，2020年 10月 23-25日． 
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